
こども青少年局留守家庭児童対策事業等関係業務会計年度任用職員要綱 

 

 

１．目的 

この要綱は「会計年度任用職員の採用等に関する要綱」（以下「市要綱」という。）に基

づき任用されるこども青少年局留守家庭児童対策事業等関係業務会計年度任用職員（以

下「留守家庭児童対策事業等関係業務会計年度任用職員」という。）について、必要な事

項を定めることを目的とする。 

 

２．職務について 

留守家庭児童対策事業等関係業務会計年度任用職員は放課後事業に関する次の業務

を行うものとする。 

（１） 留守家庭児童対策事業（障がい児受入推進等に関することなど） 

ア 留守家庭児童対策事業補助金の交付申請受付、交付決定に関すること 

   イ 同補助金の申請書類の審査及び現地確認に関すること 

   ウ 補助金に係る関係機関との連絡調整に関すること 

   エ 補助金の額決定、支払い、精算業務に関すること 

   オ 本市主催の研修の実施に関すること 

（２）その他放課後事業に関連する業務 

 

３．任用について 

市要綱第 2 条第 4 項に定める採用選考等の方法は、競争試験によるものとし、次の  

内容を総合的に勘案して行う。 

（１） 筆記試験 

（２） 面接 

 

４．再度の任用について 

再度の任用を行う場合には、業務の縮小及び廃止等の状況及び前年度の人事評価制度

による評価結果により判断するものとする。 

 

５．勤務時間等について 

放課後児童支援員等処遇改善臨時特例事業等関係業務会計年度任用職員の勤務日数及

び勤務時間等は次のとおりとする。 

（１）勤務日数 

１日６時間の勤務時間で週５日の勤務日 

  （２）勤務時間 



午前 10 時～午後４時 45分 

（３）休憩時間 

45 分 

  （４）休日 

（ア）日曜日及び土曜日 

    （イ）国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178 号）に規定する休日 

（ウ）12月 29 日から翌年の１月３日までの日（前号に掲げる日を除く。） 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。ただし、附則第２項の規定は、この要綱

の制定の日から施行する。 

（準備行為） 

２ 第３項の規定による選考その他この要綱の施行のために必要な行為は、この要綱の施

行の日前においても、この要綱の規定の例により行うことができる。 


